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公共施設等の老朽化

公共施設等とは

 「公共施設等」とは、地方自治法上、公有財産のうち不動産（土地・建物）に属する行政財産（道
路・橋りょうや企業会計施設を含む）及び普通財産（借上施設等も含む）をいう。庁舎・学校など
の「公共建築物」と、道路、橋りょう、上水道施設、下水道施設の「インフラ資産」に区分できる。

2（出所）「長浜市公共施設等総合管理計画」（H27.3）
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公共施設等の老朽化

公共建築物の建設状況

 公共建築物は高度成長期に多く建設
され、長浜市においては、平成25年度
末現在、公共建築物の39％が建設か
ら30年以上、60％が建設から20年以上
を経過。築30年以上の建物の割合は、
10年後には60％、20年後には87％に
まで増加と予想。

 建築物の耐用年数は40～50年で、順
次、大規模改修や建替が課題となる。

3（出所）「長浜市公共施設等総合管理計画」（H27.3）

主な減価償却資産の耐用年数

（出所）国税庁
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公共施設等の老朽化

公共建築物の老朽化

 今年4月14日、16日に起こった熊本地震において、次
の５市町において庁舎が大きく損壊。これらは、築30～
50年で、老朽化が主原因。

・八代市役所（1972年、築44年）→千丁支所へ

・人吉市役所（1962年、築54年）→庁舎別館、スポーツ
パレス、カルチャーパレスへ

・宇土市役所（1965年、築51年）→市民体育館へ

・大津町役場（1968年、築48年）→近隣町施設へ

・益城町役場（1982年、築34年）→中央公民館へ

 その他、老朽化した公共建築物やインフラ資産に大き
な被害。
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公共施設等の老朽化

インフラ資産にも危機の予兆が見られる

道路・橋
梁

木曽川大橋（延長858ｍ）などで、鋼部材の腐
食・疲労による破断事例が発見。

 2012年12月、中央自動車道上り線笹子トンネ
ルで天井板のコンクリート板が約130mの区間
にわたって落下し、走行中の車複数台が巻き
込まれて死傷者が出た。

下水道

 1980年以降、管路施設の老朽化等に起因した
道路陥没が増加傾向。（平成26年度には約
3,300箇所）

水道

 2006年、広島県呉市で送水トンネル崩壊事故
が発生した。72,000人の住民と7社の企業に
対する水道の供給が、約1週間から2週間にわ
たって停止。

八戸市では配水管の溶接ミスに端を発した断
水が発生。2008年の年末年始にかけて約9.3

万世帯断水。

（出所）平成24年度国土交通白書

（出所）野村総合研究所

建設後50年以上経過する社会資本の割合
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公共施設等の老朽化

道路橋梁は高度成長期に建設されたものが順次耐用年数を迎える

6
（出所）財務省「社会資本整備を巡る現状と課題」平成24年11月
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公共施設等の老朽化

河川護岸、下水道管渠も順次耐用年数を迎える

7
（出所）財務省「社会資本整備を巡る現状と課題」平成24年11月
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公共施設等の老朽化

公共投資は平成６年約42兆円、平成24年約20兆円と半減

8
（出所）国土交通省（平成22年７月）「社会資本制に関係参考資料」
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公共施設等の老朽化

高度経済成長期に集中整備された社会資本は、2015年以降に更新のタイミン
グを迎えるが財源が不足

出所） 国土交通省 「国土交通白書」

60～70年代建設分が
更新投資として顕在化
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公共施設等の老朽化

自治体でも予算不足等により安全性に支障

10

出所） 国土交通省 「地方自治体に対するアンケート調査結果」社会資
本メンテナンス戦略小委員会



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2016 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携研究センター

公共施設マネジメントとは

公共施設マネジメントの背景

① 公共施設等の老朽化
・築年数が40年以上の建築物やインフラが増加し、その
対応が必要。

② 合併による施設の重複
・長浜市のような合併市町では、施設が重複しており、人
口１人あたりの建物床面積が多い。

③ 人口の将来的な減少
・人口減少が見込まれ、特に小中学校など児童関連施設
において、施設の適正化が必要。

④ 管理運営、改築経費の制約
・今後とも扶助費の増加が見込まれ、建設関連事業費の
抑制が不可欠。

⑤ 公共サービスの提供方法の変化
・戸籍、住民票のコンビニ交付、公民館のコミュニティ施
設化、民間による公共施設の運営など公共サービスの
提供方法が変化、

11
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公共施設マネジメントとは

公共施設等の長期的な運営管理の最適化をめざす

 「公共施設マネジメント」とは、地方自治体が保
有、又は借り上げている全公共施設を、自治体
経営の視点から総合的かつ統括的に企画、管
理及び利活用する仕組み。

 公共施設マネジメントの取り組みは、大きく分け
て４つのステップ。第１ステップは「公共施設の
実態把握」、第２ステップは「公共施設マネジメ
ントの方針策定」、第３ステップは「個々の施設
の実施計画の策定及び計画の実践」、第４ステ
ップは「評価・改善」の段階。

12（出所）ふるさと財団HP
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公共施設マネジメントとは

国からのインフラ長寿命化、公共施設等総合管理計画の策定の要請

 笹子トンネル事故を受けて、政府は2013年11月に
「インフラ長寿命化基本計画」を策定。2014年５月
には他の省庁に先駆けて、国土交通省は所管す
るインフラについて、「インフラ長寿命化行動計画」
を策定。国土交通省は、各自治体の行動計画策
定を支援。他省庁も続く。

 2014年4月22日に、総務大臣は自治体の首長に、
速やかに公共施設等の総合的かつ計画的な管理
を推進するための計画（公共施設等総合管理計
画）の策定に取り組むよう要請。計画策定に要す
る経費について、特別交付税措置（措置率 1/2）
、計画に基づく公共施設等の除却について、地方
債の特例措置を創設（地方財政法改正） 。

 ほとんどの自治体で気づいていたものの公共施
設等の現状把握や最適化の検討はこれまでなさ
れていなかった。

 長浜市は、平成27年３月に「長浜市公共施設等総
合管理計画」を策定。

13
（出所）西尾真治「地方自治体における公共施設マネジメント 推進のあり方と実務のポイント」
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・立地環境
・インフラ整備、施設
集積
・土地利用規制 など

・構造
・劣化度
・耐震性
・設備の状況 など

公共施設マネジメントとは

公共施設等の最適化の方向

 最適化を検討するために、現状の公共建築物、インフ
ラ資産のデータベースを策定し、将来の維持管理コス
ト（LCC）を試算し、市全体の縮減目標を設定するとと
もに、個々の施設についての評価を実施し、方向性を
検討。

 さいたま市では、最適化にあたって、３原則を明示。こ
うした全体方針を設定することは有効。

14

必要性 物理的性能 経済的価値 対応方向

高

高
高 維持、改修

機能集約化の受皿低

低
高 移転（跡地の処分）

低 建替、増改築、改修

低

高
高 売却、貸付

低 貸付、転用

低
高 跡地の売却、貸付等

低 跡地の転用

公共建築物評価による対応方向

・ニーズの大きさ
・利用者満足度
・政策目標の実現度
・LCCからみた効率性
・代替施設、競合施設
の有無 など

公共建築物評価

資産データベース

LCCライフサイクルコスト試算

必要性 物理的性能 経済的価値

評価

さいたま市公共施設マネジメント計画に示された原則
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公共施設再編の事例

京都市御池中学校

 京都御池中学校は，城巽・柳池・滋野の 3 中学校を統合し、
中学校、乳幼児保育所、老人デイサービスセンター、在宅介
護支援センター、御池通にふさわしいにぎわいを創出する施
設やオフィススペース等を併設する複合施設として平成 18 
年 4 月に完成・移転。

 PFI事業として民間企業が一括して建設、管理運営。

15
（出所）京都市資料
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公共施設再編の事例

東成瀬村東成瀬小学校

16

（出所）文部科学省学校施設と他の公共施設等との複合化検討部
会（第1回） 配付資料「資料2 学校施設を取り巻く現状等について」



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2016 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携研究センター

公共施設再編の事例

伊賀市青山地域（公共施設総合管理計画）

17（出所）伊賀市公共施設総合管理計画
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インフラ長寿命化の事例

札幌市（予防保全型維持管理）

18

（出所）札幌市資料


